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新旧対照表 

※章・節、頁、行は現行計画（原子力災害に備えた燕市避難計画（Ver.1））についてのもの 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

１ 

第１章 

総則 

１ １ 計画の目的 

 本計画は、東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所

（以下「原子力発電所」という。）において、原子力災

害対策特別措置法（平成 11年法律第 156号、「以下「原

災法」という。」）に定める原子力災害が発生若しくは発

生するおそれのある場合に備え、燕市地域防災計画（原

子力災害対策編）に基づき、適切な防護措置に必要な体

制等を構築することを目的とする。 

１ 計画の目的 

 本計画は、東京電力ホールディングス株式会社柏崎

刈羽原子力発電所（以下「原子力発電所」という。）に

おいて、原子力災害対策特別措置法（平成 11年法律第

156 号、「以下「原災法」という。」）に定める原子力災

害が発生若しくは発生するおそれのある場合に備え、

燕市地域防災計画（原子力災害対策編）に基づき、適切

な防護措置に必要な体制等を構築することを目的とす

る。 

名称の変更に伴う修正 

２ 

第１章 

総則 

１ ３ 計画の修正 

 本計画は、現時点における基本的な考え方をまとめ

たものであり、今後、関係法令、防災基本計画、原子力

災害対策指針、新潟県地域防災計画（原子力災害対策

編）、原子力災害に備えた新潟県広域避難の行動指針、

燕市地域防災計画（原子力災害対策編）等の改正や、

国、県、県内市町村及び防災関係機関と引き続き協議・

検討を行い、その結果により随時、更新するものとす

る。 

３ 計画の修正 

 本計画は、現時点における基本的な考え方をまとめ

たものであり、今後、関係法令、防災基本計画、原子力

災害対策指針（以下「原災指針」という。）、新潟県地域

防災計画（原子力災害対策編）、新潟県原子力災害広域

避難計画（以下「県広域避難計画」という。）、燕市地域

防災計画（原子力災害対策編）等の改正や、国、県、県

内市町村及び防災関係機関と引き続き協議・検討を行

い、その結果により随時、更新するものとする。 

新潟県原子力災害広域

避難計画策定に伴う修

正 

３ 

第１章 

総則 

１ ４ 計画の周知 

市は、本計画に基づきガイドブック等を作成し、広く

住民等に周知することとする。 

４ 計画の周知 

市では、本計画に基づき作成したガイドブック等を

平成 28年に全世帯に配布した。今後も引き続き、市ホ

ームページ等を通して広く市民等への周知に努めるこ

ととする。 

現在の対応に合わせた

修正 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

４ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

２ １ 原子力災害対策重点区域の範囲と人口 

原子力災害対策重点区域の設定に当たっては、原子

力発電所からの距離を目安として用いることとされ、

放射性物質の環境への放出前の段階から予防的に防護

措置を準備する区域を「即時避難区域（PAZ）」とし、原

子力発電所から概ね 5km を目安としている。また、計

測可能な判断基準に基づく避難や屋内退避の準備を進

める区域を「避難準備区域（UPZ）」とし、原子力発電所

から概ね 5kmから 30kmを目安としている。 

 

 

 

 

 

（追加） 

１ 原子力災害対策重点区域の範囲と人口 

原子力災害対策重点区域の設定に当たっては、原子

力発電所からの距離を目安として用いることとされ、

放射性物質の環境への放出前の段階から予防的に防護

措置を準備する区域を「即時避難区域（PAZ）」とし、原

子力発電所から概ね 5km 圏を目安としている。また、

計測可能な判断基準に基づく避難や屋内退避の準備を

進める区域を「避難準備区域（UPZ）」とし、原子力発電

所から概ね 5kmから 30km圏を目安としている。 

 

 

 

 

 

※放射線量監視地域（UPZ外） 

●避難準備区域（UPZ）の外の県内全域 

●緊急時モニタリングの結果等により、必要に応じて

屋内退避や避難、安定ヨウ素剤の服用や飲食物の摂取

制限等を実施する地域 

新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

人口を時点修正 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

５ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

６ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

３ ２ 原子力災害に対応するための防護措置 

(1) 屋内退避 

屋内退避は、住民等が比較的容易に取ることができ

る対策であり、放射性物質の吸入抑制や中性子線及び

ガンマ線を遮へいすることにより、被ばく低減を図る

防護措置である。避難指示等が行われるまでの間、放射

線被ばくのリスクを低減しながら待機する場合や、避

難又は一時移転の実施が困難な場合に行うものであ

る。 

２ 原子力災害に対応するための防護措置 

(1) 屋内退避 

市民等が比較的容易に採ることができる対策であ

り、自宅や公共施設などの屋内に退避することで、呼吸

等による放射性物質の体内への取り込みを抑制すると

ともに、屋外の放射性物質からの放射線を遮蔽するこ

とにより被ばくの低減を図るものである。 

原子力災害対策指針及

び新潟県原子力災害広

域避難計画との整合に

よる修正 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

６ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

３ (2) 避難及び一時移転 

避難及び一時移転は、いずれも住民等が一定量以上

の被ばくを受ける可能性がある場合に取るべき防護措

置であり、放射性物質又は放射線の放出源から離れる

ことにより、被ばくの低減を図るものである。 

(3) 安定ヨウ素剤の予防服用 

放射性ヨウ素は、身体に取り込まれると、甲状腺に集

積し、数年から数十年後に甲状腺がん等を発生させる

可能性がある。このような内部被ばくは、安定ヨウ素剤

をあらかじめ服用することで低減することが可能であ

る。このため、放射性ヨウ素による内部被ばくのおそれ

がある場合には、安定ヨウ素剤の服用を準備する。 

ただし、安定ヨウ素剤の服用は、その効果が服用の時

期に大きく左右されること、また、副作用の可能性もあ

ることから、医療関係者の指示を尊重して合理的かつ

効果的な防護措置として実施する。 

(2) 避難及び一時移転 

市民等が一定量以上の被ばくを受ける可能性がある

場合に採るべき防護措置であり、放射性物質又は放射

線の放出源から離れることにより、被ばくの低減を図

るものである。 

(3) 安定ヨウ素剤の予防服用 

放射性ヨウ素は、身体に取り込まれると甲状腺に集

積する性質があり、放射性ヨウ素による内部被ばくは、

安定ヨウ素剤をあらかじめ服用することで低減するこ

とが可能である。原則として、原子力規制委員会が服用

の必要性を判断し、国又は地方公共団体の指示に基づ

いて服用する。 

新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

記載の適正化 

前頁№６の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

６ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

３ (4) 避難退域時検査及び簡易除染 

避難退域時検査等による汚染程度の把握は、吸入及

び経口摂取による内部被ばくの抑制、皮膚被ばくの低減

及び汚染の拡大防止や、医療行為を円滑に行うために実

施する。 

避難退域時検査等の実施に当たっては、それが必要

な対象すべてに対して実施できるような場所を選定

し、この避難退域時検査等は、可能な限り放射線量のバ

ックグラウンドの値が低い所で行う。 

なお、OILに基づく防護措置としての避難及び一時移

転の対象となった住民等については、その移動先等に

おいて、避難退域時検査を行い、基準値を超えた場合に

は簡易除染等を実施する。 

(5) 飲食物の摂取制限 

飲食物の摂取制限は、飲食物中の放射性核種濃度の

測定を行い、一定以上の濃度が確認された場合に、該当

する飲食物の摂取を回避することで、経口摂取による

内部被ばくの低減を図る防護措置である。 

(4) スクリーニング及び簡易除染 

スクリーニングによる汚染程度の把握は、吸入及び

経口摂取による内部被ばくの抑制及び皮膚被ばくの低

減、汚染の拡大防止のためには不可欠であり、医療行為

を円滑に行うためにも実施するもの。 

新潟県では、原則、人に対して行い、一定以上の放射

性物質が検出された場合は、簡易除染を行う。また、迅

速かつ効率的な検査を実施するため、避難車両検査と

一体となって実施する。 

 

 

 

 

(5) 飲食物の摂取制限 

飲食物中の放射性核種濃度の測定を行い、一定以上

の濃度が確認された場合に、該当する飲食物の摂取を

回避することで、経口摂取による内部被ばくの低減を

図るものである。 

新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

前頁№６の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

７ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

４ ３ 緊急時の初期対応段階における防護措置の考え方 

緊急事態の初期対応段階においては、福島第一原子

力発電所の事故を踏まえ、放射性物質の放出開始前か

ら必要に応じた防護措置を実施する。IAEA 等が定める

防護措置の枠組みの考え方を踏まえて、以下のように、

初期対応段階において、原子力施設の状況に応じて緊

急事態の区分を決定し予防的に防護措置を実行すると

ともに、観測可能な指標に基づき緊急時防護措置を実

行する。 

 

(1) 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（EAL） 

原子力施設の状況に応じて、緊急事態を「警戒事態」、

「施設敷地緊急事態」、「全面緊急事態」の 3 つに区分

する。また、その区分に該当する状況であるか否かを原

子力事業者が判断するための基準として、緊急時活動

レベル（EAL）が設定されている。 

① 警戒事態（EAL1） 

この時点では公衆への放射線による影響やそのおそ

れが緊急のものではないが、原子力施設における異常

事態の発生又はそのおそれがあるため、情報収集、緊急

時モニタリングの準備や施設敷地緊急事態要避難者の

避難等の防護措置の準備を開始する必要がある段階 

３ 緊急事態の初期対応段階における防護措置の考え

方 

緊急事態の初期対応段階においては、福島第一原子

力発電所の事故の教訓を踏まえ、放射性物質の放出開

始前から必要に応じた防護措置を実施する。IAEA 等が

定める防護措置の枠組みの考え方を踏まえて、以下の

ように、初期対応段階において、原子力施設の状況に応

じて緊急事態の区分を決定し予防的防護措置を実行す

るとともに、観測可能な指標に基づき緊急時防護措置

を実行する。 

(1) 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（EAL） 

原子力発電所の状況に応じて、緊急事態を「警戒事

態」、「施設敷地緊急事態」、「全面緊急事態」の 3 つに

区分する。 

 

 

① 警戒事態 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそ

れが緊急のものではないが、原子力発電所における異

常事態の発生又はそのおそれがあるため、情報収集や

原子力規制庁が行う緊急時モニタリングセンターの立

ち上げ準備への協力などの緊急時モニタリングの準

備、原災指針で定める施設敷地緊急事態要避難者の避

難等の防護措置の準備を開始する必要がある段階 

原子力災害対策指針、

新潟県原子力災害広域

避難計画及び燕市地域

防災計画との整合によ

る修正 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

７ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

４ ② 施設敷地緊急事態（EAL2）原災法第 10条に該当 

原子力施設において公衆に放射線による影響をもた

らす可能性のある事象が生じたため、原子力施設の周

辺において緊急時に備えた避難等の主な防護措置の準

備を開始する必要がある段階 

 

③ 全面緊急事態（EAL3）原災法第 15条に該当 

原子力施設において公衆に放射線による影響をもた

らす可能性が高い事象が生じたため、確定的影響を回

避し、確率的影響のリスクを低減する観点から、迅速な

防護措置を実施する必要がある段階 

 

(2) ＥＡＬと防護措置の流れ 

緊急事態区分と原子力発電所からの距離に応じて、

市及び住民が取るべき対応は、基本的には下表のとお

りである。 

② 施設敷地緊急事態 原災法第 10条に該当 

原子力発電所において、公衆に放射線による影響を

もたらす可能性のある事象が生じたため、原子力発電

所周辺において施設敷地緊急事態要避難者の避難及び

緊急時に備えた避難等の主な防護措置の準備を開始す

る必要がある段階 

③ 全面緊急事態 原災法第 15条に該当 

原子力発電所において公衆に放射線による影響をも

たらす可能性が高い事象が生じたため、重篤な確定的

影響を回避し、又は最小化するため、及び確率的影響の

リスクを低減する観点から、迅速な防護措置を実施す

る必要がある段階 

(2) ＥＡＬと防護措置の流れ 

緊急事態区分と原子力発電所からの距離に応じて、

市及び市民等が採るべき対応は、基本的には下表のと

おりである。 

燕市地域防災計画との

整合による修正 

記載の適正化及び統一 

前頁№７の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

７ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

５ 【EALと防護措置】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【EALと防護措置】 新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

前頁№７の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

７ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

６ (3) 運用上の介入レベル（OIL） 

全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばく

の影響を回避する観点から、防護措置を講じることが

極めて重要である。 

そのため、この防護措置の実施を判断する基準とし

て、空間放射線量率や環境試料中の放射性物質の濃度

等の原則計測可能な値で表される運用上の介入レベル

（OIL）が設定されている。 

(3) 運用上の介入レベル（OIL） 

全面緊急事態に至った場合には、市民等への被ばく

の影響を回避する観点から、避難等の予防的防護措置

を講じることが極めて重要である。 

そのため、これらの防護措置の実施を判断する基準

として、空間放射線量率や環境試料中の放射性物質の

濃度等の原則計測可能な値で表される運用上の介入レ

ベル（OIL）が設定されている。 

原子力災害対策指針と

の整合による修正 

記載の統一 

前頁№７の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

７ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

６  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

前頁№７の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

７ 

第２章 

原子力災

害対策の

基本事項 

７  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【OILに応じた防護措置のフロー】 新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

前頁№７の続き 

 

  



- 12 - 

 

新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

８ 

第３章 

市の体制 

８ １ 災害対策本部等の設置 

市は、緊急時には、災害対策基本法（昭和 36年法律

第 223 号）に基づく災害対策本部又は市の対応方針に

基づき警戒本部を設置する。また、警戒本部の設置に至

らないような事故及び発電所周辺で大規模事故等が発

生した場合でも、事故に対する住民の不安や動揺等の

緩和を図るため適切に対応する。 

(1) 設置基準 

燕市地域防災計画（原子力災害対策編）に定める設置

基準に従うほか、新潟県地域防災計画（原子力災害対策

編）に定める新潟県災害対策本部等の設置基準を参考

にし、下表のとおり設置基準を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 災害対策本部等の設置 

市は、緊急時には、災害対策基本法（昭和 36年法律

第 223 号）に基づく災害対策本部又は市の対応方針に

基づき警戒本部を設置する。また、警戒本部の設置に至

らないような事故又は原子力発電所周辺で大規模事故

等が発生した場合でも、事故に対する市民等の不安や

動揺等の緩和を図るため適切に対応する。 

(1) 設置基準 

燕市地域防災計画（原子力災害対策編）に定める設置

基準に従うほか、新潟県地域防災計画（原子力災害対策

編）に定める原子力災害対策本部等の設置基準を参考

にし、下表のとおり設置基準を設ける。 

 

新潟県地域防災計画及

び燕市地域防災計画と

の整合による修正 

記載の適正化及び統一 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

８ 

第３章 

市の体制 

９ (3) 災害対策本部の組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 災害対策本部の組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燕市地域防災計画との

整合による修正 

前頁№８の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

９ 

第３章 

市の体制 

10 ２ 情報連絡体制 

市は、国、県、県内市町村、その他防災関係機関及び

原子力事業者等と連携した情報収集と住民等への情報

伝達を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 情報連絡体制 

市は、国、県、県内市町村、その他防災関係機関及び

原子力事業者等と連携した情報収集と市民等への情報

伝達を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県原子力災害広域

避難計画策定に伴う修

正 

記載の統一 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

９ 

第３章 

市の体制 

11  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

前頁№９の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

10 

第３章 

市の体制 

12 ３ 住民への情報伝達 

(1) 情報伝達手段 

市は、原子力発電所から事故等に関する情報や、国や

県からの避難及び避難準備等に関する指示や要請があ

ったときは、あらゆる手段を用いて住民への情報を伝

達する。 

③ 緊急速報メール（NTT ドコモ、au、ソフトバンク）

による情報配信 

（追加） 

 

⑥ BSNテレビデータ放送による情報発信 

（追加） 

⑦ ツイッターによる情報配信 

⑨ 災害情報共有システムを介した情報配信 

３ 市民等への情報伝達 

(1) 情報伝達手段 

市は、原子力発電所から事故等に関する情報や、国や

県からの避難及び避難準備等に関する指示や要請があ

ったときは、あらゆる手段を用いて市民等へ情報を伝

達する。 

③ 緊急速報メール（NTTドコモ、au、ソフトバンク等）

による情報配信 

④ 固定電話への防災情報配信サービスによる情報配

信 

（削除） 

⑦ 燕市公式 LINEによる情報発信 

⑧ 燕市公式ツイッターによる情報配信 

⑩ 新潟県総合防災情報システムを介した情報配信 

実態に合わせた修正 

記載の統一 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

10 

第３章 

市の体制 

12 （追加）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

前頁№10の続き 

10 

第３章 

市の体制 

12  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実態に合わせた修正 

№10の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

10 

第３章 

市の体制 

13 (2) 情報発信文の例 

警戒事態（EAL1）における情報発信文の例 

施設敷地緊急事態（EAL2）における情報発信文の例 

 

 

 

 

全面緊急事態（EAL3）における情報発信文の例 

 

 

 

避難（OIL1）における情報発信文の例 

 

 

 

 

一時移転（OIL2）における情報発信文の例 

 

 

 

 

 

(2) 情報発信文の例 

警戒事態における情報発信文の例 

施設敷地緊急事態における情報発信文の例 

 

 

 

 

全面緊急事態における情報発信文の例 

 

 

 

避難（OIL1）における情報発信文の例 

 

 

 

 

一時移転（OIL2）における情報発信文の例 

 

 

 

 

 

第２章-３-(1)との整

合による修正 

避難所名を追加 

前頁№10の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

11 

第３章 

市の体制 

14 ４ 緊急時モニタリング 

(1) 国等の緊急時モニタリング体制 

国、地方公共団体、原子力事業者及び関係指定公共機

関は、警戒事態（EAL1）において緊急時モニタリング実

施の準備を行い、施設敷地緊急事態（EAL2）において緊

急時モニタリングセンターを立ち上げ、緊急時モニタ

リングを開始する等の初動対応を行う。 

(2) 緊急時モニタリング情報等の提供 

市は、国等が実施した緊急時モニタリング情報等を

市ホームページ等を通じて分かりやすく住民等に提供

するとともに、状況に応じて市内でも独自のモニタリ

ングを実施する。 

４ 緊急時モニタリング 

(1) 国等の緊急時モニタリング体制 

国、地方公共団体、原子力事業者及び関係指定公共機

関は、警戒事態において緊急時モニタリング実施の準

備を行い、施設敷地緊急事態において緊急時モニタリ

ングセンターを立ち上げ、緊急時モニタリングを開始

する等の初動対応を行う。 

(2) 緊急時モニタリング情報等の提供 

市は、国等が実施した緊急時モニタリング情報等を

市ホームページ等を通じて分かりやすく市民等に提供

する。 

第２章-３-(1)-①及び

②との整合による修正 

新潟県原子力災害広域

避難計画及び新潟県緊

急時モニタリング計画

との整合による修正 

記載の統一 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

11 

第３章 

市の体制 

15  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

記載の適正化 

前頁№11の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

12 

第４章 

住民等の

屋内退避

及び避難

体制 

16 第４章 住民等の屋内退避及び避難体制 第４章 市民等の屋内退避及び避難体制 記載の統一 

13 

第４章 

住民等の

屋内退避

及び避難

体制 

16 １ 屋内退避の実施 

原子力発電所で緊急事態が起きた場合、原子力発電

所から 30㎞圏内の区域を有する燕市では、まず「屋内

退避」が基本の行動となる。屋内退避は、住民等が比較

的容易に取ることができる対策であり、放射性物質の

吸入抑制や有害な放射線を遮へいすることにより被ば

く低減を図る防護措置である。避難の指示等が行われ

るまで、放射線被ばくのリスクを低減しながら待機す

るもので、あわてて自家用車などで避難した場合は交

通渋滞などにより、かえってリスクが高まることも懸

念されていることから、燕市における防護措置の最も

重要な行動である。 

 

 

(1) 屋内退避で取るべき行動 

市は、屋内退避を指示する際は、住民等に対し次の事

項を伝え実施の徹底を図る。 

１ 屋内退避の実施 

原子力発電所で緊急事態が起きた場合、原子力発電

所から 30㎞圏内の区域を有する燕市では、まず「屋内

退避」が基本の行動となる。屋内退避は、市民等が比較

的容易に採ることができる対策であり、自宅や公共施

設などの屋内に退避することで、呼吸等による放射性

物質の体内への取り込みを抑制するとともに、屋外の

放射性物質からの放射線を遮蔽することにより被ばく

の低減を図る防護措置である。避難の指示等が国等か

ら行われるまで、放射線被ばくのリスクを低減しなが

ら待機するもので、あわてて自家用車などで避難した

場合は交通渋滞などにより、かえってリスクが高まる

ことも懸念されていることから、燕市における防護措

置の最も重要な行動である。 

(1) 屋内退避で取るべき行動 

市は、屋内退避を指示する際は、市民等に対し次の事

項を伝え実施の徹底を図る。 

第２章-２-(1)との整

合による修正 

記載の統一 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

13 

第４章 

住民等の

屋内退避

及び避難

体制 

17 (2) 屋内退避の指示 

市は、緊急事態区分及び緊急時活動レベル（EAL）等

に基づく国や県の指示又は独自の判断に基づき、住民

等に対し、屋内退避準備情報の発令や屋内退避を指示

する。 

① 避難準備区域（UPZ）内の屋内退避 

ア 市は、原子力事業者等から施設敷地緊急事態（EAL2）

が発生した旨の通報を受けた場合には、住民等に対し、

屋内退避準備情報を発令する。 

イ 市は、国や県の指示に基づき、又は原子力事業者等

から全面緊急事態（EAL3）が発生した旨の通報を受けた

場合は、住民等に対し、屋内退避を指示する。 

② その他の区域の屋内退避 

ア 市は、原子力事業者等から全面緊急事態（EAL3）が

発生した旨の通報を受けた場合には、必要に応じて、住

民等に対し屋内退避を実施する可能性がある旨の注意

喚起を行う。 

イ 市は、国や県から屋内退避が必要となる区域の通知

を受けた場合は、当該区域の住民等に対し、屋内退避を

指示する。 

(2) 屋内退避の指示 

市は、緊急事態区分及び緊急時活動レベル（EAL）等

に基づく国や県の指示又は独自の判断に基づき、市民

等に対し、屋内退避準備情報の発令や屋内退避を指示

する。 

① 避難準備区域（UPZ）内の屋内退避 

ア 市は、原子力事業者から施設敷地緊急事態が発生し

た旨の通報を受けた場合には、市民等に対し、屋内退避

準備情報を発令する。 

イ 市は、国や県の指示に基づき、又は原子力事業者か

ら全面緊急事態が発生した旨の通報を受けた場合は、

市民等に対し、屋内退避を指示する。 

② 放射線量監視地域（UPZ外）の屋内退避 

ア 市は、原子力事業者から全面緊急事態が発生した旨

の通報を受けた場合には、必要に応じて、市民等に対し

屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を行

う。 

イ 市は、国や県から屋内退避が必要となる区域の通知

を受けた場合は、当該区域の市民等に対し、屋内退避を

指示する。 

第２章-３-(1)-①及び

②並びに③との整合に

よる修正 

記載の統一 

前頁№13の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

13 

第４章 

住民等の

屋内退避

及び避難

体制 

17 (3) 屋内退避所等の開設 

① 屋内退避所の開設 

市は、自宅等以外での屋内退避が必要となる場合に

備えて、指定緊急避難場所兼指定避難所（以下「指定避

難所」という。）を屋内退避所として開設する。 

 

② 自主避難者の受入れ 

市は、市内の屋内退避指示地域からの自主避難者の

発生が見込まれる場合は、屋内退避指示地域外の指定

避難所の中から指定した施設を受入れ施設として開設

する。 

（追加） 

 

 

 

 

(4) 避難等の準備 

市は、国や県の指示又は独自の判断に基づき、住民等

に対し避難準備情報を発令するとともに、災害の状況

や避難先の被災状況等を踏まえて、避難等の実施に向

けた準備を行う。 

(3) 屋内退避所等の開設 

① 屋内退避所の開設 

市は、自宅等以外での屋内退避が必要となる場合に

備えて、避難準備区域（UPZ）以遠の指定緊急避難場所

兼指定避難所（以下「指定避難所」という。）等を屋内

退避所として開設する。 

② 自主避難者の受入れ 

市は、市内の屋内退避指示地域から地域外に避難す

る自主避難者の発生が見込まれる場合は、屋内退避指

示地域外の指定避難所の中から指定した施設を受入れ

施設として開設する。 

③ 屋内退避所等の新型コロナウイルス等感染症対策 

新型コロナウイルスのような感染症の流行下におい

て原子力災害が発生した場合、屋内退避所等における

避難者の過密抑制など感染症対策を十分考慮した上で

屋内退避等の防護措置を行う。 

(4) 避難等の準備 

市は、国や県の指示又は独自の判断に基づき、市民等

に対し避難準備情報を発令するとともに、災害の状況

や避難先の被災状況等を踏まえて、避難等の実施に向

けた準備を行う。 

新潟県地域防災計画及

び燕市地域防災計画と

の整合による修正 

記載の統一 

前頁№13の続き 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

14 

第４章 

住民等の

屋内退避

及び避難

体制 

18 ２ 避難体制 

(1) 基本的な考え 

全面緊急事態（EAL3）となったときには、市内の大河

津分水路左岸である避難準備区域（UPZ）の住民は屋内

退避を実施し、放射性物質が放出された後の防護措置

については、国等が実施する緊急時モニタリングの結

果に基づき、避難が実施される。 

(2) 避難等の指示 

① 市は、国等から避難等の指示又は要請があったとき

には、避難準備区域（UPZ)の住民等に対して避難等の指

示をするものとする。 

② 市は、緊急を要するときには、国等からの指示を待

つことなく、独自の判断により、避難等を指示するもの

とする。 

(3) 避難先 

「第11回市町村による原子力安全対策に関する研究

会（平成 27年 7月 28日）」の結果を受けて、燕市では、

市内の原子力発電所から 30km以遠を避難先とした。 

(4) 避難手段の確保 

 

 

 

 

(5) 避難対象者及び避難経路等 

避難準備区域（UPZ)の住民等は、次の経路で避難する

ものとする。 

２ 避難体制 

(1) 基本的な考え 

全面緊急事態となったときには、避難準備区域（UPZ）

である市内の大河津分水路左岸側の市民等は屋内退避

を実施し、放射性物質が放出された後の防護措置につ

いては、国等が実施する緊急時モニタリングの結果に

基づき実施される。 

(2) 避難等の指示 

① 市は、国等から避難等の指示又は要請があったとき

には、避難準備区域（UPZ)の市民等に対して避難等の指

示をする。 

② 市は、緊急を要するときには、国等からの指示を待

つことなく、独自の判断により、避難等を指示する。 

 

(3) 避難先 

「第11回市町村による原子力安全対策に関する研究

会（平成 27年 7月 28日）」の結果を受けて、燕市では、

市内の原子力発電所から 30km圏以遠を避難先とした。 

(4) 避難手段の確保 

 

 

 

 

(5) 避難対象者及び避難経路等 

避難準備区域（UPZ)の市民等は、次の経路で避難する

ものとする。 

マイクロバス等の所有

数を時点修正 

記載の適正化及び統一 

  



- 25 - 

 

新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

14 

第４章 

住民等の

屋内退避

及び避難

体制 

19  

 

 

 

 

 

 各地区の人口を時点修

正 

前頁№14の続き 

15 

第５章 

避難者の

支援 

20 １ 高齢者や障がいのある人への対応 

市は、燕市避難行動要支援者避難支援プラン（全体計

画）及び避難行動要支援者ごとの個別支援計画に基づ

き、自治会、自主防災組織、民生・児童委員、消防団等

の協力を得ながら、情報伝達、避難誘導及び搬送等を実

施する。また、福祉施設への緊急入所や病院への入院が

必要な要配慮者等が、避難所での生活で支障が生じた

場合は、福祉施設等での受入を要請する。 

１ 高齢者や障がいのある人への対応 

市は、燕市避難支援プラン全体計画に基づき、自治

会、自主防災組織、民生委員・児童委員、消防団等の協

力を得ながら、情報伝達、避難誘導及び搬送等を実施す

る。また、要配慮者等において、避難所での生活に支障

が生じた場合は、福祉避難所での受入を要請する。 

実態に合わせた修正 

16 

第５章 

避難者の

支援 

20 ２ 他自治体からの避難者受入 

市は、県からの要請に基づき、他自治体からの避難者

の受入に協力する。 

その場合、市は避難準備区域（UPZ）外の指定避難所

の中から受入施設を選定し、避難自治体と協力しなが

ら避難者の受入を行う。 

なお、当該避難所の運営は、開設当初は市が行い、３

日を目途に避難自治体に引き継ぐ。 

 

 

 

２ 他市町村からの避難者受入 

市は、県若しくは避難市町村からの要請に基づき、他

市町村からの避難者の受入に協力する。 

その場合、市は避難準備区域（UPZ）外の避難所等を

開設し、避難市町村と協力しながら避難者の受入を行

う。 

なお、当該避難所の運営は、開設当初は市が行い、３

日を目途に避難市町村に引き継ぐ。 

 

 

 

燕市地域防災計画との

整合による修正 

人口を時点修正 

  



- 26 - 

 

新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

17 

第５章 

避難者の

支援 

20 ３ 避難所の運営 

避難所の運営は、燕市地域防災計画及び燕市避難所

運営マニュアルに基づき実施する。 

また、他自治体から避難を受け入れた避難所の運営

は、第一義的に避難所を管理する自治体が行い、３日を

目途に市が避難自治体へ引き継ぐこととする。 

３ 避難所の運営 

避難所の運営は、燕市地域防災計画及び燕市避難所

運営マニュアルに基づき実施する。 

また、他市町村からの避難者を受け入れた避難所の運

営は、第一義的に避難所を管理する受入市町村が行い、

３日を目途に市が避難市町村へ引き継ぐこととする。 

燕市地域防災計画との

整合による修正 

18 

第５章 

避難者の

支援 

20 ４ 避難の長期化に備えた対応 

避難の期間が１週間を過ぎるなど長期化が見込まれ

る場合、市は、県への依頼を含め避難所の再調整を行

う。 

県は、避難が長期化する場合に備え、国及び市と連携

し避難者がホテルや旅館等へ移動できるよう、あらか

じめ体制を整備するものとされている。 

国、県及び市は、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住

宅、賃貸住宅等の活用及び斡旋により、避難所の早期解

消に努めるとともに、早期解消に向けた情報共有を行

う。 

４ 避難の長期化に備えた対応 

避難の期間が１週間を過ぎるなど長期化が見込まれ

る場合、市は、県への依頼を含め避難所の再調整を行

う。 

国、県及び市は、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住

宅、賃貸住宅等の活用及び斡旋により、避難所の早期解

消に努めるとともに、早期解消に向けた情報共有を行

う。 

燕市地域防災計画との

整合による修正 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

19 

第６章 

原子力災

害医療 

21 １ 安定ヨウ素剤の配布・服用 

避難準備区域（UPZ）での具体的な配布・服用体制に

ついては、県が設置した「安定ヨウ素剤事前配布等に関

する検討会」において検討が進められているところで

あり、それらが明らかにされた段階で県の方針等を踏

まえて本計画を修正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 安定ヨウ素剤の配布・服用 

市は、県、医療機関等と連携して、避難準備区域（UPZ）

の市民等に対する緊急時における安定ヨウ素剤の配布

体制を整備する。 

また、緊急時における安定ヨウ素剤の配布・服用は、

国又は地方公共団体から指示があった場合に限る。 

新潟県原子力災害広域

避難計画との整合によ

る修正 

実態に合わせた修正 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

20 

第６章 

原子力災

害医療 

21 ２ 避難退域時検査等 

避難退域時検査等の具体的な方法、体制、場所及び対

象等については、県が検討を進めているところであり、

それが明らかにされた段階で、県の方針等を踏まえて

本計画を修正する。 

２ スクリーニング 

スクリーニングは、新潟県が主体となって、国、医療

機関、関係機関等が協力し、市民等が避難区域等から避

難する際に、新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）

や新潟県原子力災害広域避難計画、新潟県スクリーニ

ング・簡易除染マニュアルに基づき実施する。 

避難者の不安解消のため、新潟県では、原則、人に対

して行うこととしている。 

≪実施場所（スクリーニングポイント）≫ 

新潟県では、原則、原子力災害対策重点区域の境界周辺

（境界から概ね数㎞の範囲）の場所とし、以下の要件を

考慮して設置することとしている。 

① 住民が避難所等まで移動する経路に面する場所又

はその周辺であること 

② 検査等の実施に必要な面積が確保できる敷地であ

ること 

③ 資機材の緊急配備、要員の参集が容易であること 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県原子力災害広域

避難計画及び新潟県ス

クリーニング・簡易除

染マニュアルとの整合

による修正 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

21 

用語解説 22 ・UPZ：Urgent Protective action Planning Zone（緊

急時防護措置を準備する区域） 

・中性子線 

原子核から放出された中性子で、電荷はない。中性子線

は粒子線であるが、他の放射能と異なり、アルミニウム

や鉛のような金属は簡単に透過してしまう特殊な性質

を持っている。 

・ガンマ線 

原子核から放出された電磁波。 

・バックグラウンドの値 

宇宙線や大気中に存在する天然放射性物質、大地から

放出されるガンマ線など、及び検出器の構成材料、遮へ

い材料などに含まれる極微量の放射性物質から放出さ

れた放射線を測定器によって計数した値。 

・IAEA：International Atomic Energy Agency（国際

原子力機関） 

原子力の平和的利用の促進、原子力の軍事的利用に転

用されることを防止を目的とした国際連合傘下の自治

機関。 

・UPZ：Urgent Protective Action Planning Zone（緊

急時防護措置を準備する区域） 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

・IAEA：International Atomic Energy Agency（国際

原子力機関） 

原子力の平和的利用を促進するとともに、原子力が平

和的利用から軍事的利用に転用されることを防止する

ことを目的とした国際連合傘下の自治機関。 

記載の適正化 

本文中に用語が出てこ

ないものは削除 
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新旧対照表 

No 章 頁 旧 新 修正理由 

21 

用語解説 22 ・施設敷地緊急事態要避難者 

避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実

施により健康リスクが高まらない避難行動要支援者、

安定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨウ

素剤の服用が不適切な者のうち、施設敷地緊急事態に

おいて早期の避難等の防護措置の実施が必要な者（PAZ

のみ）。 

 

 

・避難退域時検査 

避難等の緊急防護措置を講じる場合には、国からの指

示に基づき、避難住民等に対し、防護措置を実施すべき

基準以下であるか否かを確認する検査。 

・施設敷地緊急事態要避難者 

○要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮

を要する者をいい、妊婦、授乳婦及び乳幼児の保護者等

を含む。）のうち、避難の実施に通常以上の時間がかか

り、かつ、避難の実施により健康リスクが高まらないも

の 

○安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断したも

の、もしくは、安定ヨウ素剤を事前配布されていないも

ので、かつ、早期の避難等の防護措置が必要なもの 

・スクリーニング 

原子力災害が起きた場合に、住民等に放射性物質の付

着、吸引がないかの検査をすること。 

新潟県地域防災計画と

の整合による修正 

前頁№21の続き 

 


